（正会員）


一般社団法人日本経営調査士協会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
会　　　　長　　　　殿

（資格認定試験委員）

資格認定（試験受験）申込書

私儀、貴協会の正会員（一般会員）として、会員となるための資格を認定願いたく申請いたします。

１．申請資格

	認定を申請する資格
	□　経営調査士

□　経営アナリスト

	◎　希望する資格をチェックしてください。どちらの資格を選択するかは、入会者が今後どのような分野で活躍されるかにより決定してください。　

	（参考）経営調査士は、企業等の経営に関する高度な経営調査、コンサルティング、経営支援を行う。具体的には、顧問先から経営に関するこれらの依頼を受けて、相談・助言・情報提供や事業の斡旋などを業務とするビジネスコンサルタントである。

経営アナリストは、企業経営等に関する総合的な研究調査、研修講師、教育訓練を行う。具体的には、情報化・国際化が著しく進展する社会の中で、複雑で多様な情報を分析・把握・予測し、問題を解決していくスキルをもって、総合調査や研究活動ならびに人材育成などを業務とする。


２．認定試験

	認定試験科目の選択
	

	（参考）試験科目は、上欄に受験科目（企業オペレーション、マーケティング、ファイナンス、経済学・経済政策、企業法務、新規事業開発、その他受験者が希望・申請する経営分野）の希望を記載してください。試験委員会が受験者の希望を参考にして試験科目を決定（通知）します。

	認定試験の免除申請
	

	（参考）次の各号に該当する方は、上欄に必要事項を記載して資格認定試験の免除を申請できます。該当事項について、試験委員会から求められた時は、証明書を提出していただきます。

　　①　大学、短期大学、専修学校、高等専門学校などで、法学、経営学、商学、経済学、会計学、工学、理学、情報管理などに属する学科目の教授、准教授、又は講師の職にあった者、及び前記学科目に関する研究により修士以上の学位を授与された者

　　②　弁護士、公認会計士、税理士、弁理士、不動産鑑定士、中小企業診断士、社会保険労務士、司法書士、行政書士、技術士、証券アナリストなど企業経営に関する高度な国家資格取得者
　　③　上場企業（未上場の生保、政府系金融機関、海外諸機関などを含む）等において、

課長以上の管理職として在職期間が通算10年以上の者、また上場外の企業において課長以上の管理職として在職期間が通算15年以上の者
④　中小企業庁・中小企業基盤整備機構・都道府県・市町村・商工会議所等の中小企業指導・支援機関の実績など一定のコンサルタント実績があると認められる者
⑤　その他①～④に準ずる能力を認められた者


３．注意事項

（１）認定試験の審査要点

経営調査士の資格を希望する方の試験は、企業経営に関する高度な調査分析、コンサルティング、経営支援を行うために必要な一般教養と専門的能力を判定します。また経営アナリストの資格を希望する方の試験は、総合的な調査分析・研修講師・教育訓練・研究を行うために必要な一般教養と専門能力を判定します。

　（２）認定試験の注意事項

資格認定は、入会手続の書類である会員票：経歴審査書（試験受験）と資格認定（試験受験）申込書に基づいて、資格認定試験委員会が実施します。併せて、受験手数料の納付（郵便振替：払込取扱票）をおこなってください。

資格認定試験の実施要領（試験期日・試験場所）は、事務局から受験者に通知します。なお認定試験に替えて、論文審査による資格認定とする場合があります。その場合は、論文審査の要領を事務局から受験者（入会希望者）に通知します。

ア．筆記試験

　　　　　試験委員により、試験選択科目に関する論述問題を出題します。

イ．面接試験

試験委員により、試験選択科目及び協会が内規する資格能力要件を充たしているかを審査します。筆記・面接の両試験は、同日に実施することがあります。

　　　ウ．講習会の受講

資格認定試験の合格者（資格認定試験の免除者）及び資格の有効期間終了に伴う資格更新者は、協会が指定する講習会を受講しなければなりません。協会は、会員の業務知識ならびに技術水準、倫理教養を維持または高めるために必要な講習会を開催します。

　　＜試験委員会：使用欄＞　
	
	審　査　資　格（経営調査士：経営アナリスト）

	入　会　審　査
	

	筆　記　試　験
	

	面　接　試　験
	

	試験免除審査
	

	論　文　審　査
	

	試験委員備考欄


	（　　委員）
（　　委員）
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